資料１　＜生活保護基準切り下げによる被害範囲図＞　2007.10.23版
●１次被害
	低所得者
	
	
	

	
	
	Ｂ


	×生活保護基準の何倍かで利用条件が設定されている施策が利用できなくなる（資料２２②～⑨、３）

×その施策が利用条件となっている他の施策の利用もできなくなる。

	
	
	
	

	
	
	
	

	生活保護利用者
	
	Ａ１


	×生活保護廃止

×生活保護利用者だから利用できた施策も利用できなくなる（資料２１）

	
	
	Ａ２


	△生活費が削られる


　（注）Ａ１：保護費切り下げによって保護が廃止される人

　　　　Ａ２：保護費切り下げがあっても引続き利用ができる人

　　　　Ｂ　：保護費切り下げによって、これまで利用できていた低所得施策が利用できなくなる人

●２次被害（ナショナルミニマムへの影響）
１　最低賃金アップを抑制　→　ワーキングプアに直接影響

２　年金額を抑制　（例）基礎年金加算制度等（与党検討中）
３　住民税非課税限度額の切り下げにより課税される人、負担額が増額する人が発生（資料２２①）

×：住民税非課税であったことから利用できていた施策が利用できなくなる。

　△：非課税でなくなることから負担金等が増額される場合が発生する。

※各種福祉サービスは住民税非課税、課税額を、利用資格や負担額の目安にしているものが多い。
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